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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第61期
第２四半期
累計期間

第62期
第２四半期
累計期間

第61期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 2,497,836 2,123,846 4,884,845

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 93,198 △ 13,334 120,237

四半期(当期)純利益又は四
半期純損失（△）

(千円) 78,392 △ 23,896 61,548

持分法を適用した場合の投
資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 2,531,828 2,531,828 2,531,828

発行済株式総数 (株) 23,380,012 23,380,012 23,380,012

純資産額 (千円) 2,915,855 2,845,598 2,892,834

総資産額 (千円) 6,599,364 5,797,818 6,181,163

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額又は１株当たり
四半期純損失金額（△）

(円) 3.37 △ 1.03 2.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 44.2 49.1 46.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 166,648 70,054 359,510

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 92,048 △ 104,019 △ 70,168

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 388,511 △ 160,372 △ 761,482

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,134,564 783,339 977,792

　

回次
第61期
第２四半期
会計期間

第62期
第２四半期
会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益
金額

(円) 1.49 0.60

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成していないので「連結経営指標等」については記載しておりません。

３　第61期第２四半期累計期間及び第61期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜

在株式がないため記載しておりません。

第62期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため

また、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載しておりません。

４　当社は持分法を適用する関連会社がないので、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更はありませ

ん。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間における我が国経済は、「東日本大震災」の影響によるサプライチェーンの寸断や消費の自粛

ムードから脱し、徐々に回復しつつある一方で、継続する電力不足、円高の長期化等先行きの不透明感を払しょくできな

いまま推移いたしました。 

　また、世界の経済情勢においても、欧州財政問題の深刻化や新興国の成長鈍化、米国経済の減速等、不安定さを増してま

いりました。 

　このような状況下当社は、経営再建に向けて、当社の強みである小径、異型の小物焼成技術・加工技術の深化と成長分

野への新製品投入に注力してまいりました。 

　しかしながら当第２四半期累計期間においては、一般照明用タングステン・モリブデン線条製品の落ち込み、円高及び

海外メーカーとの価格競争の影響によるレンジ用モリブデン加工品の減少をカバーできず、売上高2,123百万円、前年同

四半期累計期間対比15.0％の大幅な減収となりました。 

　損益面では、生産減少による原価率の上昇や円高の影響に加えて、製品開発費用の増加等による販管費比率の悪化に

よって、１百万円の営業損失(前年同四半期累計期間は136百万円の営業利益)となりました。 

　雇用調整助成金の計上による営業外収益の増加、支払利息、為替差損等の営業外費用の減少によって営業外損益は前年

同四半期累計期間に比べて改善したものの、経常損失は13百万円 (前年同四半期累計期間は93百万円の経常利益)とな

りました。 

　また、受取保険金７百万円を特別利益に計上し、旧深川工場の第二期取壊費用６百万円、遊休土地の時価下落に伴う減

損損失６百万円等を特別損失に計上した結果、四半期純損失は23百万円(前年同四半期累計期間は78百万円の四半期純

利益)となりました。 

　セグメント区分別の状況は、次のとおりであります。 

（電気・電子） 

　タングステン・モリブデン製品は、レンジ用モリブデン加工品、タングステン及びモリブデン線条製品が大幅に減少

し、売上高は1,129百万円(前年同四半期累計期間対比20.4％減)となりました。 

　合金及び電気・電子部品は、光通信用タングステン合金の減少により、売上高321百万円(前年同四半期累計期間対比

20.8％減)となりました。 

　その他の製品は、自動車用電極が増加した結果、売上高537百万円(前年同四半期累計期間対比3.6％増)となりました。 

　この結果、電気・電子合計は売上高1,989百万円(前年同四半期累計期間対比15.2％減)となり、営業利益は15百万円(前

年同四半期累計期間は150百万円の営業利益)となりました。 

（超硬合金） 

　超硬合金の売上高は134百万円(前年同四半期累計期間対比11.8％減)となり、営業損失は17百万円(前年同四半期累計

期間は13百万円の営業損失)となりました。 
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(2) 財政状態の分析

（流動資産） 

　当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は、3,510百万円（前事業年度末は3,907百万円）となり、397百万円

減少しました。 

　現金及び預金が194百万円の減少、商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品等のたな卸資産が176百万円減少したこと

等が主な要因であります。 

（固定資産） 

　当第２四半期会計期間末における固定資産の残高は、2,287百万円（前事業年度末は2,273百万円）となり、13百万円増

加しました。 

　有形固定資産が21百万円減少、無形固定資産が３百万円増加、投資その他の資産が31百万円増加したこと等が主な要因

であります。 

（流動負債） 

　当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は、1,800百万円（前事業年度末は1,980百万円）となり、180百万円

減少しました。 

　支払手形及び買掛金等の仕入債務が102百万円減少、未払金が80百万円減少したこと等が主な要因であります。 

（固定負債） 

　当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は、1,152百万円（前事業年度末は1,308百万円）となり、156百万円

減少しました。 

　長期借入金が125百万円減少、退職給付引当金が51百万円減少したこと等が主な要因であります。 

（純資産） 

　当第２四半期会計期間末における純資産の残高は、2,845百万円（前事業年度末は2,892百万円）となり、47百万円減少

しました。 

　四半期純損失23百万円、その他有価証券評価差額金が21百万円減少したこと等によるものであります。 

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前事業年度末に比べ194百万円減

少し、783百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は70百万円となり、前年同四半期累計期間に比べ96百万円減少しました。 

仕入債務の減少、四半期純損失の計上が主な要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用した資金は104百万円となり、前年同四半期累計期間に比べ11百万円増加しました。 

投資有価証券の取得による支出の増加が主な要因であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用した資金は160百万円となり、前年同四半期累計期間に比べ228百万円減少しました。 

短期借入金の返済による資金減がなくなったことが主な要因であります。  

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は55百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,380,01223,380,012
大阪証券取引所 
 (市場第二部)

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 23,380,01223,380,012― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金
増減額

資本準備金
残高

(千株) (千株) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成23年７月１日～
平成23年９月30日

― 23,380 ― 2,531,828― ―
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(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

太陽鉱工株式会社 神戸市中央区磯辺通一丁目１番39号 7,046 30.13

双日株式会社 東京都港区赤坂六丁目１番20号 1,268 5.42

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋一丁目18番６号 1,172 5.01

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 663 2.83

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 549 2.35

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 482 2.06

東邦金属協力会社持株会 大阪市中央区北浜二丁目６番18号 357 1.52

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜二丁目４番６号 345 1.47

株式会社ニチリン 神戸市中央区江戸町98番地１ 288 1.23

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 271 1.16

計 ― 12,444 53.22

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 155,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

23,026,000 23,026
同上

単元未満株式
　

普通株式 199,012 ― 同上

発行済株式総数 23,380,012― ―

総株主の議決権 ― 23,026 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、3,000株(議決権３個)含まれておりま

す。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式458株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
  又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

東邦金属株式会社
大阪市中央区北浜二丁目
６番18号

155,000 ― 155,000 0.66

計 ― 155,000 ― 155,000 0.66

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。
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  退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 徳元 克好 平成23年９月28日
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第４ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63号)

に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成23年７月１日から平成23年９

月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、

新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 977,792 783,339

受取手形及び売掛金 1,240,907 1,222,140

商品及び製品 122,117 131,398

仕掛品 938,115 876,083

原材料及び貯蔵品 584,826 460,952

その他 53,366 46,686

貸倒引当金 △9,336 △9,921

流動資産合計 3,907,789 3,510,680

固定資産

有形固定資産

土地 891,630 885,160

その他（純額） 890,703 875,204

有形固定資産合計 1,782,333 1,760,364

無形固定資産 10,135 14,097

投資その他の資産

その他 504,389 530,300

貸倒引当金 △23,485 △17,624

投資その他の資産合計 480,904 512,676

固定資産合計 2,273,373 2,287,138

資産合計 6,181,163 5,797,818

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 560,255 457,507

短期借入金 1,101,600 1,092,100

未払法人税等 14,158 8,302

賞与引当金 69,803 68,819

その他 234,355 173,423

流動負債合計 1,980,174 1,800,152

固定負債

長期借入金 888,900 763,600

退職給付引当金 311,286 259,806

役員退職慰労引当金 61,185 62,230

その他 46,782 66,431

固定負債合計 1,308,154 1,152,067

負債合計 3,288,328 2,952,219
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,531,828 2,531,828

資本剰余金 237,794 237,794

利益剰余金 74,188 50,292

自己株式 △23,177 △24,025

株主資本合計 2,820,634 2,795,889

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 72,200 50,434

繰延ヘッジ損益 － △725

評価・換算差額等合計 72,200 49,708

純資産合計 2,892,834 2,845,598

負債純資産合計 6,181,163 5,797,818
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 2,497,836 2,123,846

売上原価 2,059,403 1,752,026

売上総利益 438,433 371,820

販売費及び一般管理費

従業員給料及び手当 93,332 122,382

賞与引当金繰入額 12,467 17,841

役員退職慰労引当金繰入額 7,885 9,475

退職給付費用 12,159 15,510

減価償却費 10,130 12,153

貸倒引当金繰入額 － 593

その他の一般管理費 165,507 195,368

販売費及び一般管理費合計 301,482 373,324

営業利益又は営業損失（△） 136,950 △1,504

営業外収益

受取利息及び配当金 5,827 7,466

助成金収入 － 13,120

その他 5,561 3,371

営業外収益合計 11,389 23,957

営業外費用

支払利息 24,101 17,477

為替差損 16,590 7,856

その他 14,450 10,453

営業外費用合計 55,141 35,787

経常利益又は経常損失（△） 93,198 △13,334

特別利益

受取保険金 － 7,119

貸倒引当金戻入額 5,722 －

固定資産売却益 449 －

特別利益合計 6,171 7,119

特別損失

減損損失 9,830 6,470

固定資産除却損 － 6,411

投資有価証券評価損 － 1,492

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,826 －

ゴルフ会員権評価損 1,675 －

特別損失合計 13,331 14,373

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 86,038 △20,588

法人税、住民税及び事業税 3,603 3,603

法人税等調整額 4,043 △295

法人税等合計 7,646 3,308

四半期純利益又は四半期純損失（△） 78,392 △23,896
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

86,038 △20,588

減価償却費 118,256 104,887

減損損失 9,830 6,470

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,722 △5,276

賞与引当金の増減額（△は減少） 349 △984

退職給付引当金の増減額（△は減少） △22,464 △51,480

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △34,645 1,045

環境対策引当金の増減額（△は減少） △9,487 －

受取利息及び受取配当金 △5,827 △7,466

支払利息 24,101 17,477

固定資産売却損益（△は益） △449 －

固定資産除却損 1,837 8,398

投資有価証券評価損益（△は益） － 1,492

ゴルフ会員権評価損 1,675 －

売上債権の増減額（△は増加） 43,623 18,766

たな卸資産の増減額（△は増加） △183,024 176,624

仕入債務の増減額（△は減少） 111,527 △124,523

その他 37,342 △40,830

小計 172,961 84,012

法人税等の支払額 △9,112 △15,094

法人税等の還付額 2,799 1,136

営業活動によるキャッシュ・フロー 166,648 70,054

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △169,165 △45,462

有形固定資産の売却による収入 450 335

投資有価証券の取得による支出 △545 △41,048

利息及び配当金の受取額 5,827 7,477

その他 71,385 △25,322

投資活動によるキャッシュ・フロー △92,048 △104,019

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 －

長期借入れによる収入 － 50,000

長期借入金の返済による支出 △157,200 △184,800

利息の支払額 △23,204 △17,235

配当金の支払額 △571 △35

自己株式の取得による支出 △176 △848

リース債務の返済による支出 △7,358 △7,453

財務活動によるキャッシュ・フロー △388,511 △160,372

現金及び現金同等物に係る換算差額 △540 △115

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △314,450 △194,452

現金及び現金同等物の期首残高 1,449,015 977,792

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,134,564

※１
 783,339
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

      おりであります。

　

前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

現金及び預金 1,134,564千円 783,339千円

現金及び現金同等物 1,134,564千円 783,339千円

　 　 　

　

(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１　配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　

２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

　もの

　　　該当事項はありません。

　

当第２四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１　配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　

２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

　もの

　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

東邦金属株式会社(E01401)

四半期報告書

14/18



　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント 調整額
四半期損益
計算書計上額

電気・電子 超硬合金 計 (注１) (注２)

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,345,029152,8072,497,836 ― 2,497,836

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 393 393 △ 393 ―

計 2,345,029153,2012,498,230△ 393 2,497,836

セグメント利益又は損失（△） 150,418△ 13,467 136,950 ― 136,950

(注) １　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

２　報告セグメントの利益又は損失（△）は四半期損益計算書の営業利益であります。

　
Ⅱ　当第２四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント 調整額
四半期損益
計算書計上額

電気・電子 超硬合金 計 　 （注）

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,989,006134,8402,123,846 ― 2,123,846

　セグメント間の内部売上高 
　又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,989,006134,8402,123,846 ― 2,123,846

セグメント利益又は損失（△） 15,666△ 17,170△ 1,504 ― △ 1,504

(注)  セグメントの利益又は損失（△）は四半期損益計算書の営業利益であります。

　

(有価証券関係)

前事業年度末(平成23年３月31日)

　
取得原価
(千円）

貸借対照表計上額
(千円）

差額
(千円）

　株式 187,882 277,829 89,946

　その他 10,194 10,194 ―

計 198,076 288,023 89,946
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当第２四半期会計期間末(平成23年９月30日)

　その他有価証券が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証券の四半期貸借対照表計上額その

他の金額に、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　
取得原価
(千円）

四半期貸借対照表計上額
(千円）

差額
(千円）

　株式 186,929 252,878 65,948

　その他 50,650 48,608 △ 2,041

計 237,580 301,487 63,907

(注)　当第２四半期累計期間において、時価のあるその他有価証券1,492千円の減損処理を行っております。

減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、

30％～50％程度下落した場合は、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。

 

(１株当たり情報)

1株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は1株当たり四半期純損失金額
（△）(円)

3.37 △ 1.03

（算定上の基礎） 　 　

　四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）(千円) 78,392 △ 23,896

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損失金額
（△）(千円)

78,392 △ 23,896

　普通株式の期中平均株式数(株) 23,272,835 23,230,860

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期累計期間においては潜在株式がないため

記載しておりません。当第２四半期累計期間においては潜在株式がないため、また１株当たり四半期純損失金額

であるため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月11日

東邦金属株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 
業務執行社員 

　 公認会計士　　坂　井　俊　介　　印

　

指定有限責任社員 
業務執行社員 

　 公認会計士　　堀　　 裕　 三　　印

　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦
金属株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第62期事業年度の第２四半期会計期間(平成
23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日
まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計
算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、東邦金属株式会社の平成23年９月30日現在の財政状態
並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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